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　　　未来技術企業支援申請書

　未来技術企業・実証事業誘致事業による栃木県内における事業所の設置に関する支援を受けたいため、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

記
１　活用する未来技術の内容等
（１）活用する未来技術の内容
（申請企業等が活用する技術や製品・サービス等について概要を記載）

（２）栃木県における未来技術の社会実装につながる内容
（申請企業等が活用する技術や製品・サービス等が栃木県での社会実装につながる可能性等について記載）


（３）栃木県の地域課題の解決や経済成長に資する内容
（申請企業等が活用する技術や製品・サービス等が栃木県の地域課題の解決や経済成長につながる可能性等について記載）


（４）栃木県内企業との連携が見込まれる内容
（申請企業等の事業展開において栃木県内の企業との連携する見込みについて記載）


２　事業所の設置計画
（１）時期
（２）場所（市町名等）
（３）面積
（４）その他
３　希望する支援の内容




４　支援の対象とならない者でないことの確認
　　次の①～⑤のいずれにも該当しません。
①　暴力団（栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号に規定する暴力団を
いう。以下同じ。）である又は役員等が暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）である
②　役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を
もって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている
③　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ
るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与している
④　役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を
有している
⑤　国税及び地方税を滞納している


関係書類
企業等の概要が分かる資料
